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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　テーブル本体を使用位置と収納位置に移動可能な折り畳みテーブルであって、
　前記テーブル本体の内部に配設され、前記テーブル本体を支持するテーブルフレームと
、
　該テーブルフレームを一端部側で回動可能に支持する支持部材と、
　該支持部材と前記テーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中間に設けられ、前記
テーブルフレームを使用位置で保持して前記テーブルフレームの回動を阻止するロック手
段と、を備え、
　前記ロック手段は、係合溝が形成された第１の係合部材と、該第１の係合部材の係合溝
と係脱可能な第２の係合部材と、ロック付勢手段とを有し、前記第１の係合部材と前記第
２の係合部材はいずれか一方が可動することで係脱可能に構成され、前記ロック付勢手段
は前記可動する係合部材を係合する方向に付勢し、
　前記テーブルフレームは、対向させて組付けられた略平板状のメインフレームとサブフ
レームを含み、前記ロック手段の少なくとも一部は、前記メインフレームと前記サブフレ
ームの間に挟持されることを特徴とする折り畳みテーブル。
【請求項２】
　テーブル本体を使用位置と収納位置に移動可能な折り畳みテーブルであって、
　前記テーブル本体の内部に配設され、前記テーブル本体を支持するテーブルフレームと
、
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　該テーブルフレームを一端部側で回動可能に支持する支持部材と、
　該支持部材と前記テーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中間に設けられ、前記
テーブルフレームを使用位置で保持して前記テーブルフレームの回動を阻止するロック手
段と、を備え、
　前記ロック手段は、係合溝が形成された第１の係合部材と、該第１の係合部材の係合溝
と係脱可能な第２の係合部材と、ロック付勢手段とを有し、前記第１の係合部材と前記第
２の係合部材はいずれか一方が可動することで係脱可能に構成され、前記ロック付勢手段
は前記可動する係合部材を係合する方向に付勢し、
　前記第１の係合部材は、外周面に、前記第２の係合部材が前記係合溝から外れたときに
前記第２の係合部材の端部が摺接して移動する円弧状の摺接面を有し、
　前記係合溝は、対向する一対の内壁面と、該一対の内壁面を連結する溝底とを有し、
　前記係合溝の、前記摺接面と反対側の内壁面の溝底からの高さが、前記摺接面側の内壁
面の溝底からの高さよりも大きく形成されることを特徴とする折り畳みテーブル。
【請求項３】
　テーブル本体を使用位置と収納位置に移動可能な折り畳みテーブルであって、
　前記テーブル本体の内部に配設され、前記テーブル本体を支持するテーブルフレームと
、
　該テーブルフレームを一端部側で回動可能に支持する支持部材と、
　該支持部材と前記テーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中間に設けられ、前記
テーブルフレームを使用位置で保持して前記テーブルフレームの回動を阻止するロック手
段と、を備え、
　前記ロック手段は、係合溝が形成された第１の係合部材と、該第１の係合部材の係合溝
と係脱可能な第２の係合部材と、ロック付勢手段とを有し、前記第１の係合部材と前記第
２の係合部材はいずれか一方が可動することで係脱可能に構成され、前記ロック付勢手段
は前記可動する係合部材を係合する方向に付勢し、
　前記テーブルフレームを収納位置方向に付勢するテーブル付勢手段をさらに備えること
を特徴とする折り畳みテーブル。
【請求項４】
　前記ロック手段は、前記テーブル本体の内部に収容されることを特徴とする請求項１乃
至３のいずれか１項に記載の折り畳みテーブル。
【請求項５】
　前記第１の係合部材及び前記第２の係合部材は板体からなり、前記係合溝は前記第１の
係合部材の板厚方向に貫通して形成され、前記第２の係合部材は前記第１の係合部材と直
交する向きで前記係合溝に挿通されて係合することを特徴とする請求項１乃至４のいずれ
か１項に記載の折り畳みテーブル。
【請求項６】
　前記支持部材はパイプ部材で形成され、
　前記メインフレームと前記サブフレームは、前記パイプ部材を挟持して前記支持部材に
回動可能に取付けられ、前記メインフレームと前記サブフレームのそれぞれの前記支持部
材を挟持した側の端部がヘミングかしめによって連結されることを特徴とする請求項１に
記載の折り畳みテーブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、折り畳みテーブルに係り、特にテーブル本体が使用位置と収納位置に移動可
能な折り畳みテーブルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、テーブル本体が略水平な状態に引き出された使用位置と、テーブル本体が略
垂直な状態に折り畳まれた収納位置とを移動可能に構成された折り畳みテーブルが知られ
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ている。このような折り畳みテーブルは各種用途に用いられているが、例えば自動車など
の乗物においては、物品を載置するための折り畳み式のテーブルがシート側部やシート背
面部等に設けられている。
【０００３】
　例えば乗物に用いた例として、図２２に示すような、テーブル本体１１０とテーブル本
体１１０をシートの側部に支持するアーム１４０との間に、テーブル本体１１０とアーム
１４０を連結する屈伸自在なリンク１２０を配設し、このリンク１２０の屈折を阻止する
ロック機構１３０を設けたテーブル１００が提案されている。このテーブル１００は、テ
ーブル使用時にはロック機構１３０でリンク１２０の屈折をロックして、リンク１２０の
伸張状態を保持してテーブル本体１１０を支持し、テーブル未使用時にはロック機構１３
０と連結された操作レバー１３５を操作することでロックを解除し、リンク１２０を屈折
させてテーブル本体１１０を折り畳み、収納状態とするよう構成されている。そして、テ
ーブル本体１１０を構成するフレームの天面部１１１はテーブル１００のデザイン毎に作
り替えられている（例えば、特許文献１，２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第２９３４８０８号公報（段落００１４～００１８、図３）
【特許文献２】特開２００４－１８２１４２号公報（段落００２１～００２２、図３）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、特許文献１及び特許文献２で開示されている技術では、テーブルの使用状態で
テーブル本体を略水平位置に支持するためのリンクや、このリンクの伸張状態をロック／
ロック解除するためのロック機構の部材が大きく、構造が複雑であり、使用する部品点数
が多いという不都合があった。
【０００６】
　また、テーブルを使用位置に展開すると、リンク及びロック機構がテーブル本体の下側
からアームに向かって斜め下方に架け渡されてテーブル本体を支持する構造であるため、
リンク及びロック機構がテーブル本体の下側に露出しており、テーブルを使用位置に開い
たときに、テーブル本体の下側の空間を有効に利用することができないという不都合があ
った。さらに、装置全体が大型化するとともに、リンク及びロック機構を展開するための
空間が必要であった。
【０００７】
　また、特許文献１で開示されている技術では、基枠フレームがテーブル本体の形状に対
応しているため、機種毎にテーブルのデザインが異なる場合には、デザインに合わせて天
面部を新たに作る必要があった。さらに、リンクのヒンジ部分の長さが変わるとリンクも
異なる部材で製造する必要があった。
【０００８】
　本発明の目的は、構造が簡単で、部品点数が少なく、薄型化、小型化、軽量化して、製
造コストを削減した折り畳みテーブルを提供することにある。
　本発明の他の目的は、使用位置と収納位置との切り替え時に、ロック機構などの部材が
展開する空間が不要で、使用時のロックを確実にして、テーブルの下側の空間を有効に利
用できる折り畳みテーブルを提供することにある。
　本発明のさらに他の目的は、基本フレームの構造を薄型化、簡素化し、デザインへの影
響度を減らして汎用性の高い基本フレームを用いた折り畳みテーブルを提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題は、請求項１の折り畳みテーブルによれば、テーブル本体を使用位置と収納位



(4) JP 5607333 B2 2014.10.15

10

20

30

40

50

置に移動可能な折り畳みテーブルであって、前記テーブル本体の内部に配設され、前記テ
ーブル本体を支持するテーブルフレームと、該テーブルフレームを一端部側で回動可能に
支持する支持部材と、該支持部材と前記テーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中
間に設けられ、前記テーブルフレームを使用位置で保持して前記テーブルフレームの回動
を阻止するロック手段と、を備え、前記ロック手段は、係合溝が形成された第１の係合部
材と、該第１の係合部材の係合溝と係脱可能な第２の係合部材と、ロック付勢手段とを有
し、前記第１の係合部材と前記第２の係合部材はいずれか一方が可動することで係脱可能
に構成され、前記ロック付勢手段は前記可動する係合部材を係合する方向に付勢し、前記
テーブルフレームは、対向させて組付けられた略平板状のメインフレームとサブフレーム
を含み、前記ロック手段の少なくとも一部は、前記メインフレームと前記サブフレームの
間に挟持されること、により解決される。
【００１２】
　このように、一端部側で回動可能に支持されるテーブルフレームの回動を阻止するロッ
ク手段は支持部材とテーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中間に設けられ、第１
の係合部材と、第１の係合部材に形成された係合溝と係脱可能な第２の係合部材とを有し
、第１の係合部材と第２の係合部材のいずれか一方が可動することで係脱可能に構成され
、さらにロック付勢手段が第１の係合部材と第２の係合部材のいずれか可動する方の係合
部材を係合溝に係合する方向に付勢しているので、第１の係合部材と第２の係合部材のロ
ック及びロック解除が支持部材とテーブルフレームとの連結位置で行われ、従来の折り畳
みテーブルのようにテーブル本体を支持するリンクやロック手段の部材がテーブル本体の
下側に露出せず、テーブル全体をコンパクトに構成できる。
【００１３】
　したがって、テーブル本体の使用位置と収納位置との切り替え時に、リンクやロック手
段などの部材が展開して作動する空間が不要となり、テーブルの下側に空間を設けること
ができ、下側の空間を有効活用できる。
【００１４】
　また、略平板状のメインフレームとサブフレームを対向させて組付けたフレームの間に
ロック手段の一部を挟持させて構成することで、テーブルフレームを薄型化、小型化し、
軽量化することができる。
【００１５】
　前記課題は、請求項２の折り畳みテーブルによれば、テーブル本体を使用位置と収納位
置に移動可能な折り畳みテーブルであって、前記テーブル本体の内部に配設され、前記テ
ーブル本体を支持するテーブルフレームと、該テーブルフレームを一端部側で回動可能に
支持する支持部材と、該支持部材と前記テーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中
間に設けられ、前記テーブルフレームを使用位置で保持して前記テーブルフレームの回動
を阻止するロック手段と、を備え、前記ロック手段は、係合溝が形成された第１の係合部
材と、該第１の係合部材の係合溝と係脱可能な第２の係合部材と、ロック付勢手段とを有
し、前記第１の係合部材と前記第２の係合部材はいずれか一方が可動することで係脱可能
に構成され、前記ロック付勢手段は前記可動する係合部材を係合する方向に付勢し、前記
第１の係合部材は、外周面に、前記第２の係合部材が前記係合溝から外れたときに前記第
２の係合部材の端部が摺接して移動する円弧状の摺接面を有し、前記係合溝は、対向する
一対の内壁面と、該一対の内壁面を連結する溝底とを有し、前記係合溝の、前記摺接面と
反対側の内壁面の溝底からの高さが、前記摺接面側の内壁面の溝底からの高さよりも大き
く形成されること、により解決される。
【００１６】
　このように、係合溝は、第２の係合部材の端部が摺接して移動する摺接面と反対側の内
壁面の溝底からの高さを、摺接面側の内壁面の溝底からの高さよりも大きくして、外側に
延出させて形成されているので、テーブルを収納位置から使用位置に移動するときに、第
２の係合部材が外周面に沿って係合溝方向に移動して、延出した内壁面に当接すると、移
動が停止されて係合溝に嵌入する。すなわち係合溝の一方の内壁面が、テーブルを収納位
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置から使用位置に移動するときの第２の係合部材のストッパとして機能する。したがって
、別部材を用いることなく第２の係合部材のストッパを設けることができ、部品点数を削
減できる。
【００１７】
　前記課題は、請求項３の折り畳みテーブルによれば、テーブル本体を使用位置と収納位
置に移動可能な折り畳みテーブルであって、前記テーブル本体の内部に配設され、前記テ
ーブル本体を支持するテーブルフレームと、該テーブルフレームを一端部側で回動可能に
支持する支持部材と、該支持部材と前記テーブルフレームとの連結位置の長手方向の略中
間に設けられ、前記テーブルフレームを使用位置で保持して前記テーブルフレームの回動
を阻止するロック手段と、を備え、前記ロック手段は、係合溝が形成された第１の係合部
材と、該第１の係合部材の係合溝と係脱可能な第２の係合部材と、ロック付勢手段とを有
し、前記第１の係合部材と前記第２の係合部材はいずれか一方が可動することで係脱可能
に構成され、前記ロック付勢手段は前記可動する係合部材を係合する方向に付勢し、前記
テーブルフレームを収納位置方向に付勢するテーブル付勢手段をさらに備えること、によ
り解決される。
【００１８】
　このように、収納位置方向に付勢するテーブル付勢手段を備えているので、第１の係合
部材の係合溝から第２の係合部材の係合が外れてロックが解除されると、テーブル付勢手
段の収納位置方向への引っ張り力、及びテーブル本体の重量のトルクにより、テーブルフ
レームを含むテーブル本体を使用位置から収納位置に容易にスムーズに移動させることが
できる。また、テーブルの収納時には、収納状態の保持を確実にし、ガタツキを防止する
ことができる。さらに、テーブル本体を収納位置から使用位置へ展開するときに、急激に
荷重が加わることを防止でき、操作性及び耐久性が向上する。
【００１９】
　このとき、前記ロック手段は、前記テーブル本体の内部に収容されるように構成するこ
とができる。ロック手段を支持部材とテーブルフレームとの連結位置に設けたことにより
、テーブル本体内に収容でき、ロック手段を構成する部材がテーブル本体の下側に露出し
ない。
【００２０】
　具体的には、前記第１の係合部材及び前記第２の係合部材は板体からなり、前記係合溝
は前記第１の係合部材の板厚方向に貫通して形成され、前記第２の係合部材は前記第１の
係合部材と直交する向きで前記係合溝に挿通されて係合すると、より好適である。
【００２１】
　このように、第１の係合部材と第２の係合部材を板体で構成し、第２の係合部材は第１
の係合部材と直交する向きで係合溝に挿通されて係合するようにしてロック手段を構成す
ると、ロック及びロック解除の構造が簡単で、従来のヒンジロックのタイプと比較して、
部品点数を大幅に削減することができ、製造コストの削減及び重量の軽量化が図れる。ま
た、ロック手段を薄型化、小型化することが可能となり、その結果、テーブルフレームを
薄型化、小型化することができる。さらに、ヒンジを用いずにロック手段を構成している
ため、機種毎のヒンジ部分の設定が不要となり、デザインの変更時にはテーブルカバーの
みを変更すればよく、デザインの影響を受けない汎用性の高いテーブルフレームを提供す
ることができる。
 
【００２２】
　さらに、前記支持部材はパイプ部材で形成され、前記メインフレームと前記サブフレー
ムは、前記パイプ部材を挟持して前記支持部材に回動可能に取付けられ、前記メインフレ
ームと前記サブフレームのそれぞれの前記支持部材を挟持した側の端部がヘミングかしめ
によって連結されていると好適である。
【００２３】
　このような構成により、テーブルフレームと支持部材の連結部材や、メインフレームと
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サブフレームの連結部材を別途用いる必要がなく、部品点数を削減できるとともに、テー
ブルフレームの取付けが容易になる。また、ダンパを設け、ヘミングかしめによるメイン
フレームとサブフレームの連結部分がダンパに当接してテーブルフレームの回動が所定の
位置で停止するように構成した場合には、ヘミングかしめの位置でテーブルフレームをダ
ンパに当接させることでテーブルのばたつきを効率よく抑えつつ、ダンパを傷付けないよ
うにできる。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明に係る折り畳みテーブルによれば、テーブル本体を支持する部材やロック手段の
部材がテーブル本体の下側に露出しないように構成でき、使用位置と収納位置との切り替
え時に、リンクやロック手段などの部材が展開して作動する空間が不要となり、テーブル
の下側の空間を有効活用できる。
　また、本発明に係る折り畳みテーブルによれば、テーブルフレームを薄型化、小型化し
、軽量化することができる。
　また、本発明に係る折り畳みテーブルによれば、ロック手段の構造が簡単で、従来のヒ
ンジロックのタイプと比較して、部品点数を大幅に削減することができ、製造コストの削
減及び重量の軽量化が図れる。また、テーブルフレームを薄型化、小型化でき、テーブル
フレームをテーブルカバーのデザインの影響を受けないように構成できる。さらに、デザ
インの変更時にはテーブルカバーのみを変更すればよく、デザインへの影響度を減らした
、汎用性の高いテーブルフレームを提供することができる。
　また、本発明に係る折り畳みテーブルによれば、別部材を用いることなく係合部材のス
トッパを設けることができ、部品点数を削減できる。
　また、本発明に係る折り畳みテーブルによれば、テーブル本体を使用位置から収納位置
に容易にスムーズに移動させることができ、また、テーブルの収納時には収納状態の保持
を確実にし、ガタツキを防止することができる。さらに、テーブル本体を収納位置から使
用位置へ展開するときに、急激に荷重が加わることを防止でき、操作性及び耐久性が向上
する。
　また、本発明に係る折り畳みテーブルによれば、部品点数を削減できるとともに、テー
ブルフレームの取付けが容易になる。
 
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】折り畳みテーブルを備えたシートの概略斜視図である。
【図２】テーブルカバーの分解斜視図である。
【図３】テーブルフレーム及び支持部材の斜視図である。
【図４】テーブルフレーム及び支持部材の側面図である。
【図５】テーブルフレーム及び支持部材の分解斜視図である。
【図６】メインフレーム及びサブフレームの斜視図である。
【図７】テーブルフレームのＡ－Ａ線断面斜視図である。
【図８】テーブルフレームの部分断面図である。
【図９】テーブルフレームのＢ－Ｂ線断面図である。
【図１０】ロック手段の説明図である。
【図１１】回動部材の説明図である。
【図１２】ロック手段の説明図である。
【図１３】支持部材の斜視図である。
【図１４】操作手段の説明図である。
【図１５】操作手段の説明図である。
【図１６】操作手段及びロック手段の説明図である。
【図１７】折り畳みテーブルの側面図である。
【図１８】テーブルフレームの側面図である。
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【図１９】テーブルフレームの部分断面図である。
【図２０】他の実施形態に係るロック手段の説明図である。
【図２１】他の実施形態に係るロック手段の説明図である。
【図２２】従来のテーブルフレーム及び支持部材の側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の一実施形態について、図を参照して説明する。なお、以下に説明する部
材、配置等は、本発明を限定するものではなく、本発明の趣旨に沿って各種改変すること
ができることは勿論である。
【００２７】
　なお、本実施形態の折り畳みテーブルのテーブル本体は、略水平な位置を使用位置とし
て展開され、略垂直な位置を収納位置として収納されるが、使用位置、収納位置は、それ
ぞれこれらに限定されるものではなく、折り畳みテーブルの使用時及び収納時において、
テーブル本体のそれぞれの状態を保持できるように設定された位置を意味するものである
。
【００２８】
　図１乃至図１９は本発明に係る一実施形態を示し、図１は折り畳みテーブルを備えたシ
ートの概略斜視図、図２はテーブルカバーの分解斜視図、図３はテーブルフレーム及び支
持部材の斜視図、図４はテーブルフレーム及び支持部材の側面図、図５はテーブルフレー
ム及び支持部材の分解斜視図、図６はメインフレーム及びサブフレームの斜視図、図７は
テーブルフレームのＡ－Ａ線断面斜視図、図８はテーブルフレームの部分断面図、図９は
テーブルフレームのＢ－Ｂ線断面図、図１０はロック手段の説明図、図１１は回動部材の
説明図、図１２はロック手段の説明図、図１３は支持部材の斜視図、図１４は操作手段の
説明図、図１５は操作手段の説明図、図１６は操作手段及びロック手段の説明図、図１７
は折り畳みテーブルの側面図、図１８はテーブルフレームの側面図、図１９はテーブルフ
レームの部分断面図である。
【００２９】
　本実施形態の折り畳みテーブル（以下、テーブルという）１は、図１に示すように、自
動車等の乗物用シート（以下、シートという）Ｓの側部に折り畳み可能に配設されている
。本実施形態のシートＳは、シートバックＳ１、着座部Ｓ２、ヘッドレストＳ３、アーム
レストＳ４を備えて構成されている。シートバックＳ１、着座部Ｓ２はそれぞれ、不図示
のフレームにクッションパッドを載置して表皮材で被覆された公知の構成からなり、ヘッ
ドレストＳ３、アームレストＳ４はそれぞれ、不図示の芯材にクッションパッドを介して
表皮材で被覆された公知の構成からなるもので、その詳細は省略する。
【００３０】
　シートＳと車体フロアの間には、シートＳのスライドレールを支持するシートライザー
Ｒが配設されており、シートＳの車両中央側の側部には、シートライザーＲを介してテー
ブル１が備えられている。
　本実施形態のテーブル１は、所望の物品を載置するテーブル本体１０を、略水平位置で
ある使用位置に展開した使用状態と、略垂直位置である収納位置に折り畳んだ収納状態と
に移動可能な折り畳み式のテーブルであり、テーブル本体１０の一端部側を回動可能に支
持する支持部材としてのアーム４０を、シートライザーＲに不図示のブラケットを介して
ボルト等の固着具で固着して、シートＳの側部に取付けられている。
　なお、本実施形態では、シートライザーＲにアーム４０を固定してテーブル１を取付け
ているが、テーブル１の取付けはこれに限定されず、例えばシートＳの着座部Ｓ２のシー
トフレームにブラケットを介してアーム４０を取付けて、シートＳが前後にスライドする
ときにテーブル１がシートＳと一緒に前後移動するように配設してもよい。
　また、本実施形態のテーブル１はシートＳの側部に設けられているが、シートＳの背面
部やドア内側、トランク側部に設けてもよい。
【００３１】
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　本実施形態のテーブル１は、図２及び図３に示すように、テーブルフレーム２０と、テ
ーブルフレーム２０を上下から覆って装着されるテーブルカバーとしてのアッパーカバー
１１とロアーカバー１２と、テーブルフレーム２０を回動可能に支持することでテーブル
本体１０を回動可能に支持するアーム４０とを有して構成される。なお、テーブル本体１
０は、アッパーカバー１１と、ロアーカバー１２と、テーブルフレーム２０とを有して構
成されている。
【００３２】
　本実施形態のアッパーカバー１１及びロアーカバー１２は樹脂製であり、アッパーカバ
ー１１には、物品を載置する載置面１１ａや、カップホルダーや小物入れに使用する円筒
状の凹部１１ｂ等が形成されている。また、アッパーカバー１１には、後述するロック手
段３０を操作するための操作手段として、操作レバー１３、レバーロッド１４、レバース
プリング１５が、レバーシャフト１６を介して取付けられている。さらに、ロアーカバー
１２の下側には、収納時（図１７参照）にアーム４０との接触の衝撃を吸収するためのダ
ンパ（不図示）が取付けられ、アーム４０を挿通した後にその挿通孔をロアーカバーキャ
ップ（不図示）で覆っている。
【００３３】
　本実施形態のテーブルフレーム２０は、テーブル本体１０を支持するフレームであり、
アッパーカバー１１とロアーカバー１２で挟持され覆われてテーブル本体１０の内部に配
設され、図３乃至図５に示すように、パイプフレーム２１と、メインフレーム２２と、サ
ブフレーム２３と、補強パイプ２５と、補強ブラケット２６と、テーブルスプリング２８
等から構成されている。なお、図４の仮想線は、アッパーカバー１１及びロアーカバー１
２をテーブルフレーム２０に取り付けた場合の輪郭線である。
【００３４】
　パイプフレーム２１は、パイプ部材を略矩形に折り曲げて、テーブル本体１０を略水平
状態にしたときにテーブル本体１０を支持できる程度の大きさを有して形成されている。
そして、矩形のパイプで形成される仮想面がメインフレーム２２の面と略平行となる向き
で配置され、一辺がメインフレーム２２の面に溶接等により固着されている。なお、溶接
される側の辺は、メインフレーム２２の略中央内側に設けられている後述する回動部材３
５等の作動を阻害しないよう、中間部が切り取られた形状となっている。
【００３５】
　図６及び図７で示すように、メインフレーム２２は、略矩形平板状の板体からなるもの
で、外周の三辺には、所定範囲を除いて内側に折り曲げられた折曲部２２ａが形成され、
メインフレーム２２の内側に空間を有するように形成されている。残りの一辺側には、辺
の端部よりやや内側に、アーム４０のアームパイプ４１を挟んで保持するための略半円状
に折り曲げられた組付凹部２２ｂが、その辺と平行に延びて間隔をおいて形成されている
。さらに、組付凹部２２ｂの長手方向の略中間には、長手方向と直交する方向でメインフ
レーム２２の中央に向かって、所定の長さの切り欠き部２２ｃが形成されている。この切
り欠き部２２ｃは、後述する係止部材３１を挿通するためのものである。
【００３６】
　また、メインフレーム２２の略中央にはリベット孔２２ｄが設けられ、メインフレーム
２２の外周の内側には４箇所にリベット孔２２ｅが設けられている。そして、組付凹部２
２ｂと略中央に設けられたリベット孔２２ｄに対して反対側には、所定の長さを有し、リ
ベット孔２２ｄを中心とした円弧状の案内溝２２ｆが設けられている。また、組付凹部２
２ｂから連続して、リベット孔２２ｄが形成される面と平行に外側へ延びるヘミングかし
め部２２ｇが形成されている。
【００３７】
　サブフレーム２３は、略矩形平板状の板体からなり、その外周はメインフレーム２２の
外周と略同形状に形成され、メインフレーム２２と対向させて、一定の距離を離間させて
重ね合わせ、組付けるように構成されている。メインフレーム２２の組付凹部２２ｂと対
向する位置には、組付凹部２２ｂの半円と反対方向に略半円状に折り曲げられた組付凹部
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２３ｂが間隔をおいて形成されている。そして、図８で示すように、メインフレーム２２
の組付凹部２２ｂと、サブフレーム２３の組付凹部２３ｂとで、アーム４０のアームパイ
プ４１の上部４１ａを挟んで保持する。このようにして、メインフレーム２２及びサブフ
レーム２３は、アームパイプ４１の上部４１ａを回動軸として、上部４１ａに回動可能に
支持されている。すなわち、テーブルフレーム２０は、メインフレーム２２及びサブフレ
ーム２３とアームパイプ４１との連結位置において、アーム４０に回動可能に支持されて
いる。
　なお、アーム４０の構成の詳細は後述するが、パイプ部材を略矩形に形成したアームパ
イプ４１を有し、本実施形態では、その矩形のパイプ部材の上辺である上部４１ａで上述
のようにテーブルフレーム２０と連結されるよう構成されている。
【００３８】
　サブフレーム２３の組付凹部２３ｂの長手方向の略中間には、後述する係止部材３１を
挿通するための切り欠き部２３ｃが、長手方向と直交する方向でメインフレーム２２の中
央に向かって、所定の長さで形成されている。またサブフレーム２３の、メインフレーム
２２のリベット孔２２ｄ，２２ｅ、案内溝２２ｆのそれぞれと対向する位置には、リベッ
ト孔２３ｄ，２３ｅと、案内溝２３ｆが設けられている。
【００３９】
　さらに、組付凹部２３ｂから連続して、リベット孔２２ｄが形成される面と平行に外側
へ延びるヘミングかしめ部２３ｇが形成されている。サブフレーム２３のヘミングかしめ
部２３ｇはメインフレーム２２のヘミングかしめ部２２ｇよりも外側へ長く延出しており
、図８で示すように、このヘミングかしめ部２３ｇを略１８０度折り曲げてヘミング曲げ
してかしめ、メインフレーム２２の対向するヘミングかしめ部２２ｇを挟持させて連結し
ている。そして、後述する回動部材３５等をメインフレーム２２とサブフレーム２３との
間に挟持して、メインフレーム２２とサブフレーム２３の対応するそれぞれのリベット孔
２２ｄ，２２ｅと２３ｄ，２３ｅにリベット２４を挿通してかしめ、メインフレーム２２
とサブフレーム２３とを連結している。
　なお、本実施形態ではサブフレーム２３のヘミングかしめ部２３ｇをヘミング曲げして
かしめてメインフレーム２２とサブフレーム２３のアームパイプ４１側の端部を連結して
いるが、これらの端部をスポット溶接等の溶接によって連結してメインフレーム２２とサ
ブフレーム２３を接合してもよい。
【００４０】
　パイプフレーム２１の矩形内側には、パイプフレーム２１を補強するために一対の補強
パイプ２５，２５が長尺側のパイプ間に架設され、さらに短尺側のパイプと補強パイプ２
５，２５との間に一対の補強ブラケット２６，２６が架設されている。また、パイプフレ
ーム２１の矩形内側で、メインフレーム２２とアームパイプ４１の上部４１ａとの連結位
置と対向した位置には、係止部２１ａが設けられており、アームパイプ４１の上部４１ａ
の、メインフレーム２２を取付けた位置の外側には、係止孔を有する係止ブラケット２７
が設けられている。
【００４１】
　そして、図９に示すようにテーブルスプリング２８が、一端を係止部２１ａに掛止させ
、他端を係止ブラケット２７に掛止させ、パイプフレーム２１とアームパイプ４１間に掛
架されて、テーブルフレーム２０を図９の仮想線と平行な方向且つアームパイプ４１の上
部４１ａ方向（矢印ａ方向）、すなわち収納位置方向（折り畳む方向）に付勢している。
テーブルスプリング２８はテーブル付勢手段であり、本実施形態のテーブルスプリング２
８としては引っ張りコイルばねが用いられている。
　なお、図９は、図３のＢ－Ｂ線断面図であるが、説明を容易にするため、メインフレー
ム２２及びサブフレーム２３の図示を省略している。
【００４２】
　このように、テーブルフレーム２０の天面部のフレーム（パイプフレーム２１）をパイ
プ部材とし、カップホルダーなどの付属機構を備えたテーブルカバー（アッパーカバー１



(10) JP 5607333 B2 2014.10.15

10

20

30

40

50

１，ロアーカバー１２）を樹脂製とすることで、機種が異なってもデザインの影響を受け
ずに同じテーブルフレーム２０を用いることができ、テーブルフレーム２０の汎用性が高
くなるとともに、機種毎での天面部のフレームのプレス金型が不要になる。
【００４３】
　また、テーブルフレーム２０にパイプ部材を用いているので、剛性が確保されており、
強度が確保されている。なお、後述するロック手段３０を構成する部品点数が従来よりも
削減されており、軽量化されているため、従来のフレームと比較すると、パイプフレーム
２０の強度を弱めることも可能である。
【００４４】
　アームパイプ４１の上部４１ａの長手方向の略中間位置には、第１の係合部材としての
係止部材３１が設けられている。本実施形態の係止部材３１は、図７及び図１０に示すよ
うに、所定の厚さを有する略Ｃ字状の板体からなり、アームパイプ４１の上部４１ａの長
手方向、すなわちテーブルフレーム２０の回動軸の軸線に対して直交する向きで、Ｃ字状
の中央の凹部に上部４１ａのパイプ部材を嵌合させ、溶接等により固着されている。また
、Ｃ字状の開口部と反対側には後述する第２の係合部材としての回動部材３５が係合され
る係合溝３２が、係止部材３１の板厚方向に貫通して形成されている。係止部材３１は円
弧状の外周面を有し、この外周面の一部の係合溝３２から下側は、回動部材３５の端部が
摺接して移動する摺接面３１ａをなしている。
【００４５】
　係合溝３２は、係止部材３１の外周面から中央に向かってアームパイプ４１の長手方向
と略直交する方向に所定の長さで形成されており、内壁面が、略平行に対向する一対の上
面３２ａ，下面３２ｂと、上面３２ａと下面３２ｂとを連結する略垂直な溝底３２ｃとの
三面で形成されている。そして、回動部材３５が係合溝３２から外れて移動するときに摺
接する摺接面３１ａ側と反対側の内壁面である上面３２ａの外周側端部が、摺接面３１ａ
側の内壁面である下面３２ｂの外周側端部よりも外側に向けて張り出して形成されている
。すなわち、溝底３２ｃからの上面３２ａの高さ（溝底３２ｃから上面３２ａの外周面側
の端部までの距離）Ｌ１が、溝底３２ｃからの下面３２ｂの高さ（溝底３２ｃから下面３
２ｂの外周面側の端部までの距離）Ｌ２よりも大きく形成されている。
【００４６】
　図１０に示すように、回動部材３５が係止部材３１の下方から摺接面３１ａを摺動して
係合溝３２まで移動したときに、係合溝３２の外側に張り出した上面３２ａの外周側端部
に当接し、回動部材３５の移動が阻止される。このように、回動部材３５が移動する側と
反対側に位置する係合溝３２の内壁面（上面３２ａ）の溝底３２ｃからの高さを、他方の
内壁面より高くすることで、その面で回動部材３５の移動を規制して、テーブルフレーム
２０の回動を規制することができる。このようにして、ストッパのための他の部材を設け
る必要がなく、簡単な構成でテーブルフレーム２０の回動を停止させるストッパを設ける
ことができる。
【００４７】
　係止部材３１の係合溝３２と反対側には、シャフト孔３１ｂが形成されており、シャフ
ト３４でダンパ３３（図５参照）を取付け可能となっている。ダンパ３３はゴム材からな
る中空円筒体であり、２つのダンパ３３で係止部材３１を両側面から挟んで、係止部材３
１のシャフト孔３１ｂとダンパ３３の中空部分を合わせて棒状のシャフト３４を挿通させ
て、係止部材３１にダンパ３３を取付ける。
【００４８】
　図８に示すように、ダンパ３３は、アームパイプ４１の上部４１ａのやや下方で、且つ
テーブルフレーム２０の反対側に配設される。また、テーブルフレーム２０が略水平位置
のときに、サブフレーム２３のヘミングかしめ部２３ｇの下方でヘミングかしめ部２３ｇ
に当接する位置に配設されている。ダンパ３３により、テーブル本体１０が使用位置にあ
るときに、テーブルフレーム２０のガタツキや異音の発生が防止されるとともに、使用位
置と収納位置とを切り替えるときに、使用位置近傍におけるテーブル本体１０の急激な作
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動を抑制することができる。
【００４９】
　また、ヘミングかしめ部２３ｇをダンパ３３と反対側に折り曲げてかしめているため、
かしめ部分のエッジ部分（ヘミングかしめ部２３ｇの端部）がダンパ３３に当たることが
なく、ダンパ３３を傷付けない。なお、本実施形態ではヘミングかしめ部２３ｇをヘミン
グ曲げしてかしめることでメインフレーム２２とサブフレーム２３を連結しているが、ヘ
ミングかしめ部２３ｇをヘミングかしめ部２２ｇとスポット溶接等の溶接で接合した場合
にも同様に、ダンパ３３を傷付けないように構成することができる。
【００５０】
　メインフレーム２２とサブフレーム２３の間の略中央には、第２の係合部材としての回
動部材３５が回動可能に軸支されている。本実施形態の回動部材３５は、所定の厚さを有
する板体から形成され、図１１に示すように、回動軸となる軸孔３５ａを略中央に有して
おり、メインフレーム２２の略中央のリベット孔２２ｄと、回動部材３５の軸孔３５ａと
、サブフレーム２３の略中央のリベット孔２３ｄとにリベット２４を挿通して軸支され、
回動部材３５の回動面がメインフレーム２２の面及びサブフレーム２３の面と平行となる
ように取付けられ、その間に挟持されている（図７参照）。このように、回動部材３５は
アームパイプ４１の上部４１ａを長手方向に挟持しているメインフレーム２２及びサブフ
レーム２３と略平行に設けられており、すなわち、上部４１ａの長手方向に略直交して設
けられている係止部材３１と、略直交する向きで配設される。
【００５１】
　回動部材３５の一端側には外周方向に略円形に突出した突出部３５ｂが形成され、突出
部３５ｂには後述するレバーロッド１４を係止するためのレバー係止孔３５ｃが形成され
ている。このレバー係止孔３５ｃは、図７で示すように、回動部材３５をメインフレーム
２２とサブフレーム２３の間に配設したときに、メインフレーム２２の案内溝２２ｆ、及
びサブフレーム２３の案内溝２３ｆと対応する位置に形成されている。具体的には、案内
溝２２ｆ，２３ｆは、回動部材３５が軸孔３５ａを中心に回動したときのレバー係止孔３
５ｃの軌跡からなる円弧と重なる円弧として形成されている。
【００５２】
　さらに、突出部３５ｂの軸孔３５ａに対して略反対側には、外周方向に突出した係合凸
部３５ｄが形成されている。この係合凸部３５ｄは、係止部材３１の係合溝３２に挿通さ
れて係合される部分である。そして、係合凸部３５ｄから連続して、さらに外周方向に延
出した当接部３５ｅが形成されている。当接部３５ｅは、係合凸部３５ｄが係止部材３１
の係合溝３２と係合するときに係止部材３１に当接する当接面３５ｆを有して、回動部材
３５の回動を規制するストッパとして機能するものである。このように回動部材３５の一
端部を外周方向に凸形状することで、ストッパのための他の部材を追加する必要がなく、
簡単な構成でストッパを設けることができる。
【００５３】
　また、係合凸部３５ｄの当接部３５ｅと反対側の端部から連続して略直交する方向に、
係合凸部３５ｄが係止部材３１の係合溝３２から外れたときに係止部材３１の外周面の摺
接面３１ａに摺接する摺接面３５ｇが形成されている。
【００５４】
　図１２は、メインフレーム２２とサブフレーム２３との間に取付けられた回動部材３５
の、テーブル本体１０が略水平な使用位置にあるときの状態を上方から見た説明図である
。なお、説明を容易にするために、図１２ではメインフレーム２２の図示を省略している
。
　テーブル本体１０が使用位置にある場合は、回動部材３５は係合凸部３５ｄが係止部材
３１の係合溝３２に直交する向きで挿通され、係合されるよう配置されている。このとき
、当接部３５ｅの外周側への膨出により、当接部３５ｅが係合溝３２に挿通されないよう
な大きさで形成されており、当接面３５ｆ（図１１参照）が係止部材３１の一方の外側の
面に当接して、回動部材３５の回動を阻止している。
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【００５５】
　さらに、回動部材３５のメインフレーム２２側には、ロック付勢手段としてのロックス
プリング３６が設けられている。本実施形態のロックスプリング３６はトーションばねか
らなり、トーションばねのコイル部３６ａを軸孔３５ａに挿通されたリベット２４の外周
に巻きつけて、配設されている。コイル部３６ａから延出した一方の端部３６ｂは、サブ
フレーム２３に取付孔を設けて挿通させ、サブフレーム２３の裏面側で先端が略９０度に
折り曲げられてサブフレーム２３に固定されている。そして、コイル部３６ａから延出し
た他方の端部３６ｃは、レバー係止孔３５ｃに係止されたレバーロッド１４に巻きつけら
れて回動可能に係止されている。このように取付けられたロックスプリング３６は、回動
部材３５の係合凸部３５ｄが係止部材３１の係合溝３２に係合される方向（図１２におい
て反時計周り方向）に、常時回動部材３５を付勢している。
【００５６】
　上述したメインフレーム２２、サブフレーム２３、及び回動部材３５は、以下のように
してアームパイプ４１及び係止部材３１に取付けられる。
　アームパイプ４１の上部４１ａの下方から、サブフレーム２３の切り欠き部２３ｃに係
止部材３１を挿通させて組付凹部２３ｂが上部４１ａの下側に当接するように配置する。
そして、回動部材３５の軸孔３５ａをサブフレーム２３のリベット孔２３ｄに重ね、回動
部材３５の係合凸部３５ｄを係止部材３１の係合溝３２に係合させて、回動部材３５をサ
ブフレーム２３上に配置する。次に、ロックスプリング３６のコイル部３６ａを回動部材
３５の軸孔３５ａに重ねて配置して、ロックスプリング３６の一方の端部３６ｂをサブフ
レーム２３の取付孔に挿通して固定する。その後、アームパイプ４１の上部４１ａの上方
から、メインフレーム２２の切り欠き部２２ｃに係止部材３１を挿通させて組付凹部２２
ｂが上部４１ａの上側に当接するように配置する。そして、メインフレーム２２とサブフ
レーム２３のリベット孔２２ｄ，２３ｄ、及び２２ｅ，２３ｅにそれぞれリベット２４を
挿通して固定し、サブフレーム２３のヘミングかしめ部２３ｇをヘミング曲げしてメイン
フレーム２２のヘミングかしめ部２２ｇを挟持する。
【００５７】
　以上のようにして、回動部材３５を係合溝３２に係止部材３１と直交する向きで係合さ
せて、メインフレーム２２、及びサブフレーム２３をアームパイプ４１に取付ける。この
ように、回動部材３５は、テーブルフレーム２０を略水平位置にしたときに、回動部材３
５の回動面が略水平となるようにメインフレーム２２とサブフレーム２３の間に軸支され
、回動部材３５と略直交して配設されている係止部材３１の係合溝３２に係合される。こ
の状態で、ロックスプリング３６が回動部材３５の係合凸部３５ｄを係合溝３２に係合す
る方向に付勢しているため、回動部材３５と係止部材３１の係合溝３２との係合が保持さ
れる。
【００５８】
　このように、テーブルフレーム２０内に設けられた回動部材３５が係止部材３１と直交
して係合されているため、アームパイプ４１の上部４１ａを回動軸としたテーブルフレー
ム２０の回動が阻止され、収納位置方向への移動が阻止される。この係止部材３１と、回
動部材３５と、ロックスプリング３６とで、本実施形態のロック手段３０を構成している
。ロック手段３０は、回動部材３５と係止部材３１との係合により、テーブル本体１０（
テーブルフレーム２０）を使用位置に保持して、収納位置方向に移動（回動）するのを阻
止する。
【００５９】
　このようにロック手段３０を係止部材３１と回動部材３５で構成したので、ロック手段
３０の構造が簡単であり、部品点数を大幅に削減し、小型化、軽量化することが可能とな
る。また、ロック手段３０の一部の回動部材３５とロックスプリング３６とをメインフレ
ーム２２とサブフレーム２３の間に収容することができ、薄型化できるとともに、異なる
機種においても同じテーブルフレーム２０及びロック手段３０を採用することができる。
【００６０】
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　本実施形態のアーム４０は、テーブルフレーム２０の一端部側を回動可能に支持してテ
ーブル１をシートＳの側部に固定するための支持部材であり、図１３に示すように、パイ
プ部材を略矩形に形成したアームパイプ４１と、アームパイプ４１の内側に配設され、ア
ームパイプ４１を補強するアームブラケット４３とを有して構成されている。アームパイ
プ４１の左右一対の側部４１ｂ，４１ｂは、それぞれが中間よりも上側の位置で所定の角
度を持って屈折されて並設され、屈折位置から鉛直に下方に延びる鉛直部４１ｃ，４１ｃ
と、屈折位置から斜め上方に延びる傾斜部４１ｄ，４１ｄとを有している。左右の側部４
１ｂ，４１ｂの上下はそれぞれ上部４１ａと下部４１ｅとで連結されている。
【００６１】
　上述したように、メインフレーム２２とサブフレーム２３で上部４１ａを挟持して、こ
れらメインフレーム２２とサブフレーム２３が回動可能とされていることにより、テーブ
ルフレーム２０が上部４１ａに回動可能に支持される。また、上部４１ａには、ロック手
段３０の一部を構成する係止部材３１や、テーブルスプリング２８の一端を掛止するため
の係止ブラケット２７が固着されている。
【００６２】
　本実施形態のアームブラケット４３は略Ｕ字状の板体で、左右及び下側の端部に略半円
筒状に隆起した取付部４３ａ，４３ａ及び４３ｂが形成されている。そして、アームパイ
プ４１の側部４１ｂ，４１ｂ（鉛直部４１ｃ，４１ｃ）にアームブラケット４３の取付部
４３ａ，４３ａを嵌合させ、下部４１ｅに取付部４３ｂを嵌合させて、アームパイプ４１
の内側に傾斜部４１ｄの延出方向からアームブラケット４３が取付けられている。
【００６３】
　アームブラケット４３には、シートＳのシートライザーＲに固定するためのボルト孔４
４が３箇所に設けられている。このボルト孔４４にボルトを挿通してナットで固定し、シ
ートライザーＲの側部にアーム４０を取付けて、テーブル１がシートＳの側部に装着され
る。
　このアームブラケット４３は、略Ｕ字状で上側が窪んだ凹状に形成されているため、ア
ームブラケット４３の取付け作業や、アームブラケット４３を取付けた状態でのシートＳ
の下側に配設される部品のメンテナンス作業において、その凹状の空きスペースをメンテ
ナンス用のスペースとして有効に活用でき、シートＳのメンテナンス性が向上する。
【００６４】
　さらに、本実施形態のアームブラケット４３は、外周、及び各ボルト孔４４の間等に、
略半円帯状に隆起した補強ビード４５が形成されており、板体のアームブラケット４３の
強度を増強している。
【００６５】
　アームパイプ４１の上部４１ａの一方の端部側には、ダンパブラケット４７が溶接等に
より固着され、このダンパブラケット４７には、ダンパピン４８を介してダンパ４９（図
３参照）が取付けられている。ダンパ４９は、パイプフレーム２０が使用位置と収納位置
とを移動するときの移動速度を減衰させ、急激な移動を抑制するためのものである。ダン
パ４９の円筒体の軸線（ダンパピン２８）はテーブル本体１０（テーブルフレーム２０）
の回動軸の軸線と若干ずらした位置に取付けられており、テーブル本体１０の回転力が分
散されるよう構成されている。
【００６６】
　本実施形態のテーブル１はこのように構成されており、図４に示すように、ロック手段
３０がアーム４０の上端部に位置する上部４１ａとテーブルフレーム２０との連結位置に
設けられ、またロック手段３０はテーブル本体１０の内部に収容されているので、テーブ
ル本体１０が略水平位置にある使用位置において、テーブル本体１０の下側にロック機構
やリンクなどの露出する部材が存在しない。したがって、テーブル本体１０の下側にロッ
ク機構等の部材の展開空間が不要で、テーブル本体１０の下側を有効に活用できる。
【００６７】
　図１２及び図１４乃至図１６を参照して、テーブル１の使用状態のロックを解除すると
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きに操作する操作手段、及び操作手段の操作について説明する。本実施形態の操作手段は
、操作者が操作する操作レバー１３と、操作レバー１３と回動部材３５とを連結するレバ
ーロッド１４と、レバーロッド１４を操作レバー１３の操作方向に付勢するレバースプリ
ング１５と、操作レバー１３とレバースプリング１５とをアッパーカバー１１に取付ける
レバーシャフト１６とから構成されている。
【００６８】
　操作レバー１３は、矩形板状の操作者が把持する把持部１３ａと、アッパーカバー１１
に取付けるためのレバーシャフト１６を挿通するシャフト孔１３ｂ（図２参照）と、把持
部１３ａの矩形板状の面を正面として奥行き方向に連続して形成され、把持部１３と略直
交する方向に延びる面に形成されたレバーロッド１４を係止するための長孔のロッド係止
孔１３ｃが形成されている。
【００６９】
　操作レバー１３は、アッパーカバー１１のシャフト孔（不図示）と、操作レバー１３の
シャフト孔１３ｂと、トーションばねからなるレバースプリング１５のコイル部１５ａと
にレバーシャフト１６を挿通して、両側からプッシュナットで取付け、アッパーカバー１
１の操作レバー取付凹部１１ｃ（図２参照）にレバーシャフト１６を軸として回動可能に
装着されている。
【００７０】
　レバーロッド１４は、その一端を操作レバー１３のロッド係止孔１３ｃに係止し、他端
をメインフレーム２２の上面側から案内溝２２ｆに挿通して回動部材３５のレバー係止孔
３５ｃに係止して、操作レバー１３と回動部材３５を連結している。
【００７１】
　レバースプリング１５は操作レバー１３の内側に配置され、一方の端部を操作レバー１
３のシャフト孔１３ｂが形成されている突起部に係止して、他方の端部をレバーロッド１
４の操作レバー１３への取付け側の端部にレバーロッド１４本体側（アッパーカバー１１
の内側）方向から係止して、常時には、レバーロッド１４を、操作レバー１３を操作した
ときの移動方向、すなわちレバーロッド１４を引っ張る方向（図１５において左側）に付
勢している。このレバースプリング１５の付勢によって、レバーロッド１４及び操作レバ
ー１３のガタツキを抑制し、雑音を防止している。さらに、操作レバー１３を引き上げて
回動部材３５と係止部材３１の係合が解除された後の状態を含め、テーブル１がどの位置
にあっても操作レバー１３を初期位置に戻すことができる。
【００７２】
　図１６は、操作手段を操作してロック手段３０のロックを解除するときの動作を説明す
るものであり、図１６（ａ）はロック手段３０がロック状態でテーブル本体１０が使用位
置に保持されている状態での操作手段の説明図、図１６（ｂ）は同状態でのロック手段３
０の説明図、図１６（ｃ）は操作手段を操作してロック手段３０のロックを解除状態にし
たときの操作手段の説明図、図１６（ｄ）は同状態でのロック手段３０の説明図、図１６
（ｅ）は操作手段を最大引き上げ位置まで操作した状態での操作手段の説明図、図１６（
ｆ）は同状態でのロック手段３０の説明図である。
【００７３】
　図１６（ａ）で示す状態から、アッパーカバー１１に取付けられた操作レバー１３を上
方に引き上げると、図１６（ｃ）に示すように、操作レバー１３がレバーシャフト１６を
中心に上方へ回動し、係止孔１３ｃに係止されているレバーロッド１４が連動して操作方
向（引っ張り方向、図１６において左側）へ移動し、レバーロッド１４の他方の端部に連
結されている回動部材３５が連動してレバーロッド１４に引っ張られ、軸孔３５ａを中心
に操作方向に回動する。そして、図１６（ｄ）に示すように、回動部材３５が所定の角度
だけ回動すると、係合凸部３５ｄが係合溝３２から外れて係止部材３１と回動部材３５と
の係合が解除される。なお、係合凸部３５ｄの当接部３５ｅと反対側の端部は、係合解除
位置（図１６（ｄ）で示される位置）において、係止部材３１の側面（外周面と直行する
面）と平行になるように形成されていると、係止部材３１からの回動部材３５の係合の解
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除がスムーズに行えてよい。
【００７４】
　さらに操作レバー１３を引き上げると、図１６（ｆ）で示すように、レバーロッド１４
の回動部材３５側の端部が、サブフレーム２３の案内溝２３ｆ、及びメインフレーム２２
の案内溝２２ｆの操作手段側（図１６において左側）の端部に当接して、レバーロッド１
４の移動が阻止される。そして、図１６（ｅ）に示す位置で、操作レバー１３の移動が停
止される。
【００７５】
　なお、操作手段とロック手段３０とは上述のように構成されているため、異なる機種等
でテーブルカバーが変更となる場合には、操作レバー１３と回動部材３５とを連結するレ
バーロッド１４の長さを変更することで、本実施形態と同様のテーブルフレーム２０及び
ロック手段３０を使用することが可能となる。
【００７６】
　テーブル本体１０の使用位置と収納位置との移動を以下に説明する。
　操作手段の操作により係止部材３１と回動部材３５との係合が解除されて、ロック手段
３０のロックが解除されると、テーブル付勢手段としてのテーブルスプリング２８の引っ
張り力（図４における矢印ａ方向の力）、及びテーブル本体１０の重量（図４における垂
直方向である矢印ｂ方向の力）のトルクによって、テーブル本体１０がアームパイプ４１
の上部４１ａを回動軸として下方に回動し始め、収納が開始される。このとき、回動部材
３５は係合溝３２から外れた状態、すなわち図１６（ｄ）で示す位置に回動された状態で
、回動部材３５の摺接面３５ｇが係止部材３１の摺接面３１ａに沿って下方へ摺動する。
そして、ロアーカバー１２の下側に設けられたダンパ（不図示）がアーム４０に当接する
までテーブル本体１０が回動し、略垂直な収納位置まで移動して収納状態となる。なお、
上部４１ａに取付けられたダンパ４９によって、テーブル本体１０の回動速度を減衰させ
ながら、テーブル本体１０を下方に回動して収納する。
【００７７】
　図１７はテーブル本体１０を収納位置に折り畳んだ状態の側面を示し、図１８は収納位
置にあるテーブルフレーム２０の側面を示す。収納状態では、図１９に示すように、テー
ブルスプリング２８の引っ張り力により、テーブルフレーム２０は仮想線と平行な方向且
つアームパイプ４１の上部４１ａ方向（矢印ｃ方向）、すなわち収納位置方向（折り畳む
方向）に付勢され、収納状態が保持されている。これにより、収納状態でのテーブル本体
１０のガタツキを防止できる。なお、このときのテーブルスプリング２８の引っ張り力は
、テーブル本体１０の重量、テーブル本体１０の重心位置、テーブル本体１０の回動中心
とテーブルスプリング２８の係止ブラケット２７への係止点との距離（図１９のＬ３）に
応じて決定され、本実施形態においては、横方向に１Ｇを受けてもテーブル本体１０が開
かないように、上記各設定値からテーブルスプリング２８の引っ張り力が設定されている
。
　なお、図１９においては、説明を容易にするため、メインフレーム２２及びサブフレー
ム２３の図示を省略している。
【００７８】
　テーブル本体１０を収納位置から使用位置に展開するときには、本実施形態では、テー
ブル本体１０を垂直方向に対して９０度の手前の所定の位置まで引き上げると、図８に示
すようにサブフレーム２３のヘミングかしめ部２３ｇが、ダンパ３３に当接する。ダンパ
３３への当接後は、ダンパ３３を押し潰しながらさらにテーブル本体１０を引き上げ、垂
直方向に対して約９０度の位置まで移動させる（テーブル作動角を約９０度とする）と、
図１０に示すように、回動部材３５の摺接面３５ｇから連続して直交する上面が、係止部
材３１の係合溝３２の上面３２ａに当接して、回動部材３５の上方移動が阻止される。こ
のようにして、テーブル本体１０、すなわちテーブルフレーム２０の上方への回動が使用
位置で停止される。なお、サブフレーム２３をダンパ３３に当接させることにより、テー
ブル本体１０の引き上げ操作の速度を減衰させ、急激な操作による各部材への負荷を低減
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することができる。
【００７９】
　係合溝３２の位置で回動部材３５の上方への移動が停止すると、ロックスプリング３６
の付勢により、回動部材３５が軸孔３５ａを中心に、係合溝３２に係合する方向に回動し
、係合凸部３５ｄが係合溝３２に挿通されて係合する。回動部材３５は当接部３５ｅの当
接面３５ｆが係止部材３１と当接するまで回動し、係止部材３１と当接すると回動が阻止
される。すなわち、回動部材３５の当接部３５ｅは回動部材３５の回動を規制するストッ
パとして機能している。したがって、ストッパのための他の部材を追加する必要がなく、
簡単な構成でテーブルフレーム２０の回動を停止させるストッパを設けることができる。
【００８０】
　テーブル本体１０が収納位置から使用位置に展開されると、係止部材３１と回動部材３
５が係合してロック手段３０がロック状態となり、図４で示すようにテーブル本体１０が
略水平位置に保持される。
　このように、本発明のテーブル１は、ロック手段３０がアーム４０の上端部に位置する
上部４１ａとテーブルフレーム２０との連結位置に設けられ、またロック手段３０はテー
ブル本体１０の内部に収容されているので、テーブル本体１０が略水平な使用位置におい
て、テーブル本体１０の下側に従来のテーブルのようにロック機構やリンクなどの露出す
る部材が存在しない。したがって、テーブル本体１０の下側を有効に活用できる。
【００８１】
　図２０及び図２１は、ロック手段の他の実施形態を示すものであり、図２０及び図２１
は他の実施形態に係るロック手段の説明図である。なお、本実施形態において、前記実施
形態と同一部材、同様配置等には、同一符号を付してその説明を省略する。
【００８２】
　本実施形態のロック手段６０は、図２０で示すように、第１の係合部材としての係止部
材３１と、第２の係合部材としてのスライド部材６１と、ロックスプリング６３とを有し
て構成されている。
　本実施形態のスライド部材６１は、所定の厚さを有する略矩形の板体から形成されてい
る。本実施形態のサブフレーム２３には、メインフレーム２２と対向する側に、中央方向
に向かって略Ｌ字状に切り起こされた長尺の切り起こし片２３ｋ，２３ｋが、アームパイ
プ４１の上部４１ａの長手方向と直交する方向に中央をまたいで２条形成されている。こ
の切り起こし片２３ｋ，２３ｋは、折り曲げた部分の内側の高さがスライド部材６１の板
厚よりもわずかに高く形成されており、折り曲げた上面とサブフレーム２３の面とで、ス
ライド部材６１を厚さ方向に挟持して、摺動可能に案内している。そして、スライド部材
６１が係止部材３１方向に摺動すると、一端側が係止部材３１と直交する向きで係合溝３
２に挿通されて係合するよう構成されている。
【００８３】
　スライド部材６１の係合溝３２と係合する側と反対側には、ワイヤ係止孔６２が形成さ
れている。ワイヤ６６は、一方の端部をスライド部材６１のワイヤ係止孔６２に係止させ
、他方の端部は操作レバー１３のロッド係止孔１３ｃに係止させて、スライド部材６１と
操作レバー１３とを連結している。また、サブフレーム２３には、スライド部材６１を切
り起こし片２３ｋ，２３ｋの間に配置したときのワイヤ係止孔６２の位置から外側方向に
リベット孔（不図示）を設けてメインフレーム２２と共にリベット６４を挿通させ、リベ
ット６４にワイヤ６６を引っ掛けて、ワイヤ６６の伸長方向を屈曲させている。
【００８４】
　本実施形態のロックスプリング６３は圧縮コイルばねからなり、一端をスライド部材６
１に当接させ、他端をメインフレーム２２とサブフレーム２３とを組合せた状態でメイン
フレーム２２の折曲面２２ａの内側の面に当接させて係止させている。このように、ロッ
クスプリング６３は、スライド部材６１を係止部材３１方向、すなわち係合溝３２と係合
する方向に常時付勢している。
【００８５】
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　操作レバー１３を前記した実施形態と同様に操作して引き上げると、ワイヤ６６が操作
レバー１３の方向（図２０において左側）に引っ張られ、スライド部材６１が図２１で示
す状態に移動して係止部材３１の係合溝３２から外れ、係止部材３１とスライド部材６１
との係合が解除される。係止部材３１とスライド部材６１との係合が解除されると、すな
わちロック手段６０のロックが解除されると、前記した実施形態と同様に、テーブルスプ
リング２８の引っ張り力、及びテーブル本体１０の重量のトルクによって、テーブル本体
１０がアームパイプ４１の上部４１ａを回動軸として下方に回動し始め、収納が開始され
る。このように、本実施形態におけるロック手段６０を用いても、前記した実施形態のロ
ック手段３０を備えたテーブル１と同様の作用効果を得ることができる。
【００８６】
　なお、前記した各実施形態においては、係合溝３２を有して支持部材（アーム４０）に
固定される係止部材３１を第１の係合部材とし、係合溝３２に係脱可能に構成される回動
部材３５またはスライド部材６１を第２の係合部材とし、第２の係合部材を可動に構成し
たが、第１の係合部材と第２の係合部材の構成はこれに限定されるものではない。例えば
、支持部材側の係合部材を可動にし、その係合溝がテーブルフレーム側の係合部材と係脱
可能となるように構成することができる。または、テーブルフレーム側の可動な係合部材
に係合溝を設け、支持部材側の係合部材がその係合溝に係脱可能となるように構成するこ
ともできる。
【００８７】
　また、前記した各実施形態では本発明の折り畳みテーブル１を乗物用シートＳの側部に
配設した例を示したが、本発明の折り畳みテーブル１の配置、用途はこれに限定されず、
シートの背面部や乗物のドア内側、トランク側部等の車体側面等に設けてもよい。なお、
乗物とは自動車に限定されず、鉄道など車輪を有する地上走行用乗物や、地上以外を移動
する航空機や船舶など、シートを装着できる移動用のものをいう。
　さらに、乗物以外であっても、壁部や、作業用台車，カウンター，キャビネット等の側
部等に支持部材を取着して設けることができる。
【００８８】
　以上のように、本発明の折り畳みテーブルは、テーブル本体を使用位置に保持するため
のロック手段を上記各実施形態のように構成することで、構造が簡単で、部品点数が少な
く、薄型化、小型化、軽量化して、製造コストを削減することが可能となる。
　また、使用位置と収納位置との切り替え時に、ロックのための部材が展開する空間が不
要で、使用時のロックを確実にするとともに、テーブルの下側の空間を有効に使用できる
。
　さらに、テーブルの基本フレームの構造を薄型化、簡素化して、デザインへの影響度を
減らすことができるので、基本フレームの汎用性が広がる。
【符号の説明】
【００８９】
１，１００　テーブル（折り畳みテーブル）
１０，１１０　テーブル本体
１１　アッパーカバー
　１１ａ　載置面
　１１ｂ　凹部
　１１ｃ　操作レバー取付凹部
１２　ロアーカバー
１３，１３５　操作レバー
　１３ａ　把持部
　１３ｂ　シャフト孔
　１３ｃ　ロッド係止孔
１４　レバーロッド
１５　レバースプリング
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　１５ａ　コイル部
１６　レバーシャフト
２０　テーブルフレーム
２１　パイプフレーム
　２１ａ　係止部
２２　メインフレーム
　２２ａ　折曲部
　２２ｂ，２３ｂ　組付凹部
　２２ｃ，２３ｃ　切り欠き部
　２２ｄ，２２ｅ，２３ｄ，２３ｅ　リベット孔
　２２ｆ，２３ｆ　案内溝
　２２ｇ，２３ｇ　ヘミングかしめ部
２３　サブフレーム
　２３ｋ　切り起こし片
２４，６４　リベット
２５　補強パイプ
２６　補強ブラケット
２７　係止ブラケット
２８　テーブルスプリング（テーブル付勢手段）
３０，６０　ロック手段
３１　係止部材（第１の係合部材）
　３１ａ　摺接面
　３１ｂ　シャフト孔
３２　係合溝
　３２ａ　上面
　３２ｂ　下面
　３２ｃ　溝底
３３，４９　ダンパ
３４　シャフト
３５　回動部材（第２の係合部材）
　３５ａ　軸孔
　３５ｂ　突出部
　３５ｃ　レバー係止孔
　３５ｄ　係合凸部
　３５ｅ　当接部
　３５ｆ　当接面
　３５ｇ　摺接面
３６，６３　ロックスプリング（ロック付勢手段）
　３６ａ　コイル部
　３６ｂ，３６ｃ　端部
４０，１４０　アーム（支持部材）
４１　アームパイプ
　４１ａ　上部
　４１ｂ　側部
　４１ｃ　鉛直部
　４１ｄ　傾斜部
　４１ｅ　下部
４３　アームブラケット
　４３ａ，４３ｂ　取付部
４４　ボルト孔
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４５　補強ビード
４７　ダンパブラケット
４８　ダンパピン
６１　スライド部材（第２の係合部材）
６２　ワイヤ係止孔
６６　ワイヤ
１１１　天面部
１２０　リンク
１３０　ロック機構
Ｒ　シートライザー
Ｓ　乗物用シート
Ｓ１　シートバック
Ｓ２　着座部
Ｓ３　ヘッドレスト
Ｓ４　アームレスト

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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